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人口流動統計の概要
　
人流ビッグデータへの期待
　都市交通計画をはじめとした幅広い分野におい
て人の流動や交通実態の把握は重要であり，国勢
調査，パーソントリップ調査（以降，PT 調査）といっ
た統計調査（以降，統計データ）が活用されている．
これらは，いずれも伝統的な調査手法に基づき調
査票を用いて作成される．調査頻度は 5 ～ 10 年
に一度のため，災害対応や都市開発終了後の評価
などの機動的な用途には適用できないことが指摘
されてきた．
　近年，携帯電話やカーナビゲーションシステムな
どから取得された人の移動に関する統計情報の生成
手法の研究や実用化が進められてきた．その 1 つ
である携帯電話基地局の運用データに基づき生成さ
れるモバイル空間統計は，携帯電話の電波を受信で
きていれば，24 時間 365 日いつでもデータを生成
できるという特徴がある．一方，この運用データは
必ずしも人の移動に伴い発生するものではないため，
人流を把握するためには運用データに基づき新たな
統計量を推計する必要があった．
　上記の背景を踏まえ，（株）NTT ドコモは国土技
術政策総合研究所，東京大学と共同研究を実施し，

人の流動に関する統計情報を交通計画などへ活用す
ることを目的に，携帯電話基地局の運用データに基
づき人口流動統計を開発した．具体的には，エリ
ア間の人口流動を示す OD （Origin-Destination）量，
移動経路および移動手段の推計手法の開発である． 
　
人口流動統計の概要
　音声電話・データ通信サービスを提供する携帯電
話網では，いつでもどこでも電話やメールを着信で
きるように，基地局エリアごとに所在する携帯電話
を周期的に把握している．この運用データを活用し
生成されるモバイル空間統計は，いつどこに何人い
るかが分かる日本全国の人口分布統計として活用が
進められている．
　そうした中，人口流動の実態を示すビッグデー
タの生成，交通計画や防災計画などへの活用の期
待の高まりを受けて，人口流動統計が開発された

（図 -1）．
　人口流動統計は，携帯電話サービスを提供するた
めの運用データに基づき，携帯電話利用者の個人情
報およびプライバシーを保護する 3 段階処理によ
り生成される（図 -2）．具体的には，人口流動統計
の生成に不要な個人識別性を運用データから除去
する「非識別化処理」，ある日のある時間帯におい

［人の動きを捉え社会を動かす人口流動統計］

2人口流動統計の開発 
　─携帯電話基地局の運用データに基づく
　OD 量・移動経路・移動手段の推計─
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てエリア間を流動する人口を推計する「集計処理」，
人口の少ない推計エリアを除去することで個人が特
定できないようにする「秘匿処理」を経て生成され
る．集計処理では携帯電話の台数と住民基本台帳人
口との比を拡大係数として母集団推計を行う．この
ような手順により統計情報として生成されるため，
個人を特定することはできない． 
　人口流動統計の時間解像度は，携帯電話網におい
て基地局エリアに所在する携帯電話を把握する頻度
がおおよそ 1 時間ごとであることから，推計値の
信頼性を確保するために 1 時間としている．また，
継続的に 24 時間 365 日の人口流動統計を生成す
ることが可能である．

　空間解像度は，携帯電話網の基地局の設置密度に
依存する．都市部などの人が多く集まるエリアでは
基地局の設置密度が高いため，1km メッシなどの
単位で推計ができる．一方，郊外などでは基地局の
設置密度が低いため，市区町村が 1 つの目安となる．
　また，性別・年齢階層別・居住地別に分けた推計
が可能であり，年齢階層は 15 ～ 79 歳から選択で
きる．このような特徴を持つ人口流動統計は，時間
解像度・空間解像度や分計に用いる属性を用途に応
じて決定できるため，柔軟に活用することができる．
　

OD 量の開発
　
OD 量の推計手法
　携帯電話網の基地局で観測される信号は必ずしも
人の移動に伴い発生するものでないため，運用デー
タから人の移動を判定することが必要となる．携帯
電話網の運用データは基地局の電波到達範囲内に所
在する携帯電話に関するデータであり，位置登録処
理によって基地局にて生成される．
　位置登録処理は携帯電話が位置登録エリア外に移
動した場合，もしくはおおよそ 1 時間ごとに行わ

基地局#1，日時：
090-XXXX- ，・・・，男性，S.43.10.11 生，・・・・
090-YYYY- ，・・・， 男性 ，S.32.04.10 生，・・・・

携帯電話の普及率を
加味して人口推計

個人識別性の除去 少人数の除去

人口流動統計 （秘匿後）運用データ （位置登録データ）

基地局#1，日時：
男性，40歳台，・・・・
男性，50歳台，・・・・

個人識別性のないデータ 人口流動統計 （秘匿前）

非識別化処理

集計処理

秘匿処理

A B C

A 75人 120人 40人

B 90人 135人 7人

C 45人 60人 105人

到着エリア

出
発
エ
リ
ア
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（40歳台男性，XX時）

A B C

A 75人 120人 40人

B 90人 135人 なし

C 45人 60人 105人

到着エリア
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ア

（40歳台男性，XX時）
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・
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図 -2　人口流動統計の生成処理

モバイル空間統計
人口流動統計人口分布統計

エリア間を流動する人口エリア内に分布する人口

多い 少ない

図 -1　人口分布統計と人口流動統計
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れる（図 -3）．位置登録信号が発生した際，その位
置座標を参照し，次に観測された信号の位置座標を
用いて移動距離を算出する．移動距離が所定の条件

（1km としている）を満たした場合に移動と判定す
ることで，移動中の携帯電話の台数を集計すること
が可能となる（図 -4）．
　位置登録処理の頻度がおおよそ 1 時間ごとであ
るため，1 時間以上同じ基地局エリア配下に所在し
たことをもって滞留中と判定する．このとき，滞留
から移動へ切り替わる際に滞留した地点を出発エリ
ア，移動から滞留へ切り替わる際に滞留した地点を
到着エリアとして抽出する．
　このように携帯電話の移動・滞留判定を行うこと
により，エリア間を移動した人口を推計する．OD
量は，移動した携帯電話の台数に基づき推計された
移動量の総計であり，PT 調査で推計されるトリッ
プに該当する統計量である．
　

OD 量の比較検証
　人口流動統計の活用方法を検討する上で，既存の
統計データと比較し，特性の違いを把握することが
重要である．比較対象とした統計データは静岡中部
都市圏 PT 調査である．PT 調査は都市圏居住者を
対象とした調査であるため，人口流動統計のデータ
仕様に合わせ，年齢を 15 歳～ 74 歳に限定し，都
市圏外から都市圏外へ移動したトリップを除外した．
　PT調査の集計結果とOD量を比較すると，OD量（総
量）は PT 調査に対して約 109% となった 1）．PT 調
査に対して人口流動統計が 1 割程度多くなった要
因には，人口流動統計の機械的な判定処理に起因
することが考えられる．典型的な例として，PT 調
査ではトリップとして回答されない「自宅から近
場へ移動して用事を済ませた後，自宅へ戻る」ト
リップを人口流動統計では移動として判断される
ことが挙げられる．集計期間が異なることに留意
が必要であるが，0.994 と高い相関を示した市区
間 OD 量は実態に近い傾向を捉えることができる
といえる（図 -5）．
　
生成原単位の比較検証
　PT 調査の基本統計量として用いられる一人あ
たりのトリップ数を示す生成原単位で比較すると，
PT 調査と比較して大きい傾向はあるものの，近い
傾向を示した（表 -1）．差分が発生する要因として

3

起点

起点と在圏する基地局間の距離が
一定距離（1km）以上である場合
→ 移動したと判定

起点と在圏する基地局間の距離が一定
距離（1km）未満，かつ一定時間（1時
間）在圏した場合 → 滞留と判定

セル重心 セル重心

セル重心

図 -4　移動・滞留判定

位置登録エリア

2

位置登録信号

位置登録信号

図 -3　位置登録処理
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パーソントリップ調査（市区間OD量）
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（単位：トリップ）

図 -5　OD 量の比較検証結果
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は，推計手法の差異により，PT 調査のアンケート
では把握できない近隣への一連のトリップの存在を
人口流動統計では捉えていることがうかがえる．
　
外出率の比較検証
　特定のエリアに滞留する住民のうち，ある 1 日
に 1 回でも移動した住民の割合を外出率として推
計した．PT 調査から算出した外出率と比較したこ
ろ，おむね一致した（表 -2）．人口流動統計では，
滞留エリアに居住地のほかに勤務地などが含まれる
ため，PT 調査における外出率の定義と異なること
に留意が必要である．
　
代表性に関する検証
　単一事業者の携帯電話網の運用データから生成さ
れたモバイル空間統計の代表性という観点で，アン
ケート調査結果に基づき，携帯電話事業者間の利用
者の日常の行動特性の比較検証が行われた 2）．各携帯
電話利用者の外出率や生成原単位（1 日あたりの平均
トリップ数）は，事業者間の差異はごくわずかであり，
既存の統計データは本調査結果に基づく 95％信頼区
間の範囲内であった（表 -3）．

　また，各年代において保有する携帯電話の事業者
間でぞれぞれ t 検定（有意水準 5％）を行った結果，
統計的に差異がないことが示された．属性ごとにト
リップの平均所要時間や平均距離を算出した結果
も PT 調査で公表されている結果とほぼ同様であり，
保有する携帯電話の事業者による傾向に大きな差異
はないことが明らかにされている（表 -4）．
　

移動経路の推計
　
移動経路の推計手法
　出発エリアから到着エリアまでの移動経路が分
かると，幹線道路などの利用実態や，観光におけ
る周遊実態の把握に活用できる．携帯電話が長い
距離もしくは長い時間かけて出発エリアから到着
エリアまで移動した場合は，位置登録信号が発生
する可能性が高い．そこで，人口流動統計を生成
する過程で，位置登録信号が発生したエリアを通

市区 生成原単位
PT 調査 人口流動統計

静岡市葵区 1.95 2.25
静岡市駿河区 2.00 2.38
静岡市清水区 2.01 2.41
島田市 2.07 2.63
焼津市 2.18 2.76
藤枝市 2.13 2.63

都市圏全体 2.05 －

市区 外出率
PT 調査 人口流動統計

静岡市葵区 81.8% 79.3%
静岡市駿河区 81.8% 81.7%
静岡市清水区 81.2% 81.4%
島田市 84.1% 85.9%
焼津市 85.2% 86.3%
藤枝市 85.3% 84.9%

都市圏全体 82.8% －

年代 10 代・20 代 30 代・40 代 50 代以上
事業者 A B C A B C A B C

サンプル数 151 150 148 163 155 158 171 173 167
外出人数 139 134 135 142 141 146 148 156 144
外出率 (%) 92.1 89.3 91.2 87.1 91.0 92.4 86.5 90.2 86.2
トリップ数 383 368 341 369 384 385 424 462 396
原
単
位

グロス 2.54 2.45 2.30 2.26 2.48 2.44 2.48 2.67 2.37

ネット 2.76 2.75 2.53 2.60 2.72 2.64 2.86 2.96 2.75

年代 10 代・20 代 30 代・40 代 50 代以上
事業者 A B C A B C A B C
トリップ数 383 368 341 369 384 385 424 462 396
平均所要時間
（分） 28.1 28.3 31.4 27.9 29.6 27.5 30.5 26.1 27.3

1時間以上
トリップ数 41 39 42 39 41 43 50 56 56

平均移動距離
（km） 14.7 10.8 23.0 9.6 8.5 14.6 15.0 10.7 10.4

100km以上
トリップ数 5 6 10 0 0 7 7 4 1

100km以上
トリップを除く
平均距離（km）

9.6 9.0 9.6 9.6 8.5 9.3 10.5 8.8 10.2

 表 -2　外出率の比較検証結果

 表 -4　事業者・年代別のトリップ時間・距離

 表 -1　生成原単位の比較検証結果

 表 -3　事業者・年代別の外出率・トリップ数

（n=1,436）

（n=1,436）



© 2021 Information Processing Society of Japan© 2021 Information Processing Society of Japan

情報処理 Vol.62  No.9 (Sep. 2021)情報処理 Vol.62  No.9 (Sep. 2021)

e9e9

特集
Special Feature

過エリアとして出力することで，移動経路を推計
する手法を開発した．
　具体的には，出発エリアから到着エリアまでの
移動中に観測された位置登録信号をすべて抽出す
る（図 -6）．出発エリアから到着エリアまでのト
リップにおいて 1 つでも通過エリアが抽出できれ
ば，通過エリアを地図情報と照らし合わせること
で，移動経路を推計できる可能性が高まると考え
られる．
　
移動経路の比較検証
　このような手法で推計された移動経路別 OD 量の
特性を把握するために比較検証を行った．ここでは，
飛行機，新幹線および自動車が利用されている愛知
県を出発し，東京都まで移動するトリップを取り上
げ，東名高速道路・新東名高速道路・中央自動車道
の 3 つの高速道路の利用割合を推計した（表 -5）3）．
　比較分析対象の統計データは，新東名（静岡県）
インパクト調整会議における開通後１年間の高速道
路の交通状況および整備効果の分析結果である．対
象期間やトリップの定義が異なる点の考慮と，移動
経路の推計手法における課題は残っているものの，
今後の技術開発により，より交通実態に近い統計情
報としての活用が期待される．

　

移動手段の推計
　
移動手段の推計アプローチ
　人口流動統計は携帯電話の位置登録の仕組みを用
いて生成されるため，都道府県を越える長距離ス
ケールのトリップであれば，実際の移動速度・移動
距離の大まかな推計ができる可能性が高い．
　このような観点で，飛行機，新幹線および自動車

（高速道路）を利用したトリップの推計手法が開発
された．移動手段別 OD 量を把握することができれ
ば，観光施設の検討や混雑対策，周遊実態の把握な
どに活用できる．
　携帯電話の仕組み上，飛行機が飛行する上空には
電波が届かないため，電源断の事象が発生する．こ
の事象を捉えることができれば，飛行機の推計が可
能である（電源断による判定）．さらに，新幹線や
高速道路は決まったルートを通過することから，携
帯電話が通過する基地局エリアを抽出できれば，飛
行機，新幹線，自動車（高速道路利用）を利用した
トリップを推計できる可能性がある（基地局リスト
による判定）．また，携帯電話の移動速度を捉える
ことができれば，どの手段で移動したか推計できる
可能性がある（移動速度による判定）．
　　
飛行機利用トリップの推計手法
　まず，空港周辺にある基地局リスト判定を用いて
飛行機利用トリップを推計した．ここで，空港周辺
の住宅エリアが含まれる可能性を極力排除するため，
出発エリア，到着エリアそれぞれ空港の評点位置か
ら一定距離内（3km，5km，10km を用いた）にあ
る基地局を対象とした．
　全国幹線旅客純流動調査を用いて県間 OD 量を

高速道路 自動車トリップに対する利用割合
整備効果 人口流動統計

東名高速道路 23.4% 36.9%
新東名高速道路 68.4% 55.9%
中央自動車道 8.2% 7.2%

W
X

Y

Z

到着エリア
B

出発エリア
A

通過エリア(X, Y, Z)

位置登録信号

位置登録信号

位置登録信号

位置登録信号

位置登録信号

200トリップ

100トリップ
150トリップ

400トリップ

図 -6　移動経路の推計手法

 表 -5　自動車利用トリップに対する利用割合
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比較したところ，高い相関性が示された（図 -7）4）．
空港から 10km 範囲内の基地局リスト判定が最も
近い値になることが分かっている．また，空港周辺
基地局リスト判定だけでなく，電源断判定と移動速
度判定を組み合わせることにより，新幹線利用を飛
行機利用と誤って判定するトリップを低減できる可
能性が示された．
　
新幹線利用トリップの推計手法
　トリップ中の最高速度に着目することで，長距離
移動手段の中で新幹線を利用したトリップを推計で
きる可能性がある．また，新幹線の沿線上を必ず通
過するため，位置登録信号が連続して新幹線の沿線
上で発生した場合，新幹線利用トリップとして推計
できる可能性がある．そこで，最高速度判定および
新幹線沿線基地局リスト判定を組み合わせて，新幹
線利用トリップの推計を行った．
　ここで，最高速度判定とは，移動中の最高速度
がある範囲内（一例として，マージンも考慮し
180km/h 以上 350km/h 未満とした）の場合に新
幹線利用トリップと判定する．新幹線沿線基地局リ

スト判定では，移動中に観測された位置登録信号が
3 回連続で新幹線から一定距離内にある基地局であ
る場合に，新幹線利用トリップとして判定する．ま
た，同様のアプローチを用いて，自動車（高速道路）
利用トリップの推計手法が開発されており，より実
態に合った移動手段別 OD 量を推計できる可能性が
明らかにされている．
　

今後の展望
　
　人口流動統計は都市交通計画をはじめとした幅広
い分野で活用できる統計的信頼性を持つビッグデー
タとして開発された．携帯電話の仕組みを活用して
生成された統計情報であり，その特徴を把握した上
で活用することが重要である．人の流動を把握でき
るデータは GPS，無線 LAN，プローブデータなど
多岐にわたるため，これらの特性を踏まえた上で組
み合わせることで技術開発が進み，人流ビッグデー
タの活用がますます広がることを期待したい．
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図 -7　飛行機利用トリップの推計結果


